




























































































































































①最判昭₃₀・₁₀・₂₅ 8 （刑集 ₉ 巻₁₁号₂₂₉₅号）
（ア）事案の概要
　被告人は、飲食店「タロー」において、A とその弟の喧嘩の仲裁に入ったことを








































11　栃木・前掲注（ ₂ ）₈₀頁、香城・前掲注（ ₇ ）₂₈₀頁参照。


































































14　栃木・前掲注（ ₂ ）₇₈頁以下、中川・前掲注（ ₇ ）₁₄₁頁。
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いていたところ、突然 A から電話で被告人宅を訪れる旨を告げられ、A が暴力団
員であることや電話の剣幕から察して、当然仲間を連れて凶器を所持してくるもの
と予想し、A と喧嘩になった場合に備えて、マキリ包丁を鞘ごと衣類の中に隠し
































































































































































































































が来店し、被告人の仲間が A に嫌味を言うなどして険悪な雰囲気になった。A は
喧嘩になったときに備えて仲間を呼ぶなどして、さらに被告人らに執拗に絡み「外
に出んかい。」と言ったところ、被告人はそれに応じて A と共に店外に出た。店外




















































































































































































































































































































































































































































































































侵害の継続性に関する重要判例である最判平 ₉・₆・₁₆（刑集₅₁巻 ₅ 号₄₃₅頁）の弁護人の
立場から、被告人の暴行の後半部分を分割して評価し、過剰防衛を否定して被告人を実刑
に処した同判決の原判決について、「喧嘩など一度もしたことのない裁判官が机上の空論を
展開して得た結論のように思え、実態との乖離を強く感じた。」と評価している。
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第 4 　おわりに
　本稿は、近年多くの裁判例で用いられている正当防衛状況の基準を用いることを
前提に、すでに類型化済みの事例以外の、いわゆる「通常の」相互闘争状況におい
て正当防衛状況が問題になる事例の類型化を試みるものである。そして、このよう
な事例については、被侵害者による相互闘争状況の拡大をもたらす態度を理由に正
当防衛状況が制限されているところ、相互闘争状況を拡大する態様に応じて、被侵
害者が自ら相手方の元に出向いて相互闘争状況が発生した類型である「出向き型」
と、相手方の面前で、被侵害者が突発的に暴力的闘争につながりうる行為に出たこ
とで相互闘争状況が発生した類型である「突発型」に分類した。そして、前者の類
型においては、被侵害者が専ら相互闘争状況の拡大以外を目的として相手方に出向
いたといえる例外的な場合以外に正当防衛状況が否定され、後者の類型において
は、当該相互闘争状況の拡大について、被侵害者の寄与の方が相手方よりも大きい
と評価される場合に正当防衛状況が否定されることになる。
　このような検討により、これまでに類型を試みた、同類型に該当すれば直ちに正
当防衛状況が否定される侵害を予期して強力な反撃準備を備えていた類型、相互闘
争状況が生じた場所を理由とする特別な配慮を要する家庭内での暴力的闘争の類型
と併せて、相互闘争状況において正当防衛状況の成否が問題となる事例について
は、一通り類型化ができたと思われる。正当防衛状況の基準を用いることに対して
は、以前から事案の性質ごとの類型化が要請されていたところ、本稿における検討
はこのような要請に正面から応えるものであり、特に裁判員裁判の実務に資するも
のであると解される。　
（人文社会系助教）
